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2020年３月６日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ジ モ テ ィ ー 

代 表 者 名 代表取締役社長 加 藤 貴 博 

（コード番号：7082 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 取 締 役 長 岩 崎 優 一 

TEL. 03-6303-9258 

 

その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

2020年３月 11日付で、当社のその他の関係会社である株式会社オプトホールディングが、下記のとおりそ

の他の関係会社に該当しない見込みとなりましたので、お知らせいたします。 

 

１．異動が生じた経緯 

当社株式の東京証券取引所市場マザーズへの新規上場に伴うオーバーアロットメントによる売出しに関

連して、大和証券株式会社に対して 2020年３月 11日を払込期日とする第三者割当による自己株式の処分を

行うことにより総株主の議決権の数が増加し、下記その他の関係会社の総株主の議決権に対する割合が減少

するため、当社のその他の関係会社に異動が生じる見込みです。 

 

２．その他の関係会社でなくなる株主の概要 

① 名 称 株式会社オプトホールディング 

② 所 在 地 東京都千代田区四番町 6番 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 鉢嶺 登 

④ 事 業 内 容 マーケティング事業、シナジー投資事業 

⑤ 資 本 金 8,212百万円（2019年９月 30日現在） 

⑥ 連 結 純 資 産 30,635百万円（2019年９月 30日現在） 

⑦ 連 結 総 資 産 56,566百万円（2019年９月 30日現在） 

⑧ 設 立 年 月 日 1994年３月４日 

⑨ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（2019 年６月 30 日現在） 

鉢嶺 登 20.85％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7.98％ 

野内 敦 5.57％ 

海老根 智仁 4.53％ 

GOLDMAN，SACHS & CO．REG 

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 4.40％ 

株式会社マイナビ 3.30％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2.98％ 

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN（CASHPB） 

（常任代理人 野村証券株式会社） 2.67％ 

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 2.62％ 

BNYMSANV RE GCLB RE JP RD LMGC 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 2.31％ 
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⑩ 

 

上場会社と当該会社との関係 
資本関係 

2020年３月６日現在、当社の株式を1,092,316株（議決権

所有割合 20.71％）所有しております。 

人的関係 
当該会社の取締役１名が当社の取締役を兼務しておりま

す。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2020年２月７日現在） 

その他関係会社 

主要株主である筆頭株主 

10,923個 

1,092,316株 

（20.71％） 

0個 

0株 

(0％) 

10,923個 

1,092,316株 

（20.71％） 

異動後 

（2020年３月 11日予定） 
主要株主である筆頭株主 

10,923個 

1,092,316株 

（19.99％） 

0個 

0株 

(0％) 

10,923個 

1,092,316株 

（19.99％） 

（注）１．異動前の総株主の議決権の数に対する割合は、2020年２月７日時点の発行済株式総数 5,641,365株から、議決

権を有しない株式数 367,065株を控除した総株主の議決権の数 52,743個に基づき算出しております。 

２．異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、2020年３月 11日時点の発行済株式総数 5,641,365株から、議

決権を有しない株式数 176,465株を控除した総株主の議決権の数 54,649個に基づき算出しております。 

３．総株主の議決権の数に対する割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

 

４．その他の関係会社の異動予定日 

  2020年３月 11日 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

  該当事項はありません。 

 

６．今後の見通し 

  本件に伴う当社の経営体制及び業績等への影響はありません。 

 

以 上 


